
動 計 画

中長期的に見て、一定の財政調整基金を確保しつつ、単年度の収入と支出の

バランスを確保する。※「行政改革大綱2022」抜粋（P7）

◼ 計画期間 令和６年度から令和８年度までの３年間

行

障害福祉サービスや介護保険事業などの法定化された義務的経費が増加傾向である一方、市税や普通

交付税などの一般財源が減少傾向にある中、近年の原油価格高騰や電気料金の高騰、人件費や委託料が

上昇傾向であることなど、今後ますます厳しさが増すことが予想されます。

加えて、令和４年８月３日からの大雨災害にかかる災害復旧事業の借入金の返済が令和８年度から本

格的に始まることから、令和６年度から８年度までの３年間を「財政健全化集中取組期間」と位置づけ、

徹底的に歳入・歳出の見直しに取り組んでいくこととします。

◼ 成果指標

◼ 財政健全化の目標

① 実質単年度収支の均衡を図る。

（計画期間の各年度決算）
収入と支出のバランスがとれた財政運営をすることとします。

② 財政調整基金を22億円確保する。
（令和８年度末時点）

※令和９年度予算計上額を除く。

翌年度の当初予算に計上した額を除いた財政調整基金を、令和

８年度末までに、標準財政規模の１割に当たる22億円まで回復

させることとします。

③ 減債基金を12億円確保する。
（令和８年度末時点）

※令和９年度予算計上額を除く。

令和８年度に本格的に始まる大雨災害の借入金の返済に充てる

減債基金を、令和８年度末までに12億円確保します。

財政健全化集中取組期間
村上市

◼ 取組成果を検証

財政健全化集中取組期間における歳入・歳出の見直し成果は、分野ごとに数値で可視化し、公表

します。

令和６年７月 決定



◼ 財政健全化集中取組期間における取組方針

本市の人口動態、歳入規模に見合った歳出構造へ転換

するため、事業レビューによる見直しを進め、毎年度

の予算編成等を通じて、その具体化を図ります。

① 歳入規模に見合った歳出構造へ転換

歳入の確保に当たっては、市税、使用料・手数料、ふ

るさと納税、広告料収入などの自主財源の確保に最大

限取り組みます。

② 歳入の確保

歳出の削減に当たっては、聖域を設けず、あらゆる分

野を対象に取り組みます。また、政策効果の検証によ

り、十分な成果が出ていない事業は、縮小し、又は、

廃止します。

③ 歳出の削減

事業の見直しに当たっては、単に事業費を削減するだ

けでなく、より大きな効果が得られる仕組みへ転換す

るなど、固定概念や先入観にとらわれない前向きな創

意工夫にも取り組み、市民サービスの向上に努めます。

④ 前向きな創意工夫

「財政健全化集中取組期間」の具体的な推進に当たっ

ては、市民の御理解と御協力が得られるよう丁寧に説

明するとともに、取組状況等について公表します。

⑤ 市民への説明と公表

◼ 取組の基本的な考え方

■歳入確保 ■歳出削減 ■財政分析

基 盤 安定した財政運営

重 点 施 策

理 念 「持続するまち」であり続ける

行政サービスの
改善と向上
〔サービス〕

➢ 事務事業の改善

➢ 自治体DX※の推進

➢ 協働の取組

➢ 自主財源の確保

公共施設の適正管理
〔もの〕

➢ 公共施設マネジメント

プログラムの取組

➢ 公共施設の効率的な

管理・運営

➢ 財産の適正管理

効率的な行政組織
〔ひと〕

➢ 行政組織の効率的な運営

➢ 職員の能力と意欲の向上

➢ 業務の効率化

※「行政改革大綱2022」抜粋（P7）



◼ 財政健全化の推進体制

本部長（市長）

副本部長（副市長）

推進チーム

◎ 政策監

⚫ 総務課長

⚫ 財政課長

⚫ 企画戦略課長

（推進部長）

所 管 課

⑤調整

③報告④指示

⚫ 総務課（人事管理室・総務管理室）

⚫ 財政課（財務管理室）

⚫ 企画戦略課（デジタル化推進室・行

政改革推進室）

⑥起案/決裁
（推進チーム供覧）

行財政改革推進本部

行政改革
推進委員会

報告

意見
〔学識経験者で構成〕

◼ 推進チームの役割

• 財政健全化の取組方針及び取組内容に関する事項

• 事務事業見直しのため必要な庁内調整に関する事項

• その他財政健全化の取組を推進するため必要な事項

庁内の横断的な連携

• 複数課に渡る事案

• 特に調整を要する事案
②立案/調整

▼ 運営サポートチーム

①事業レビュー
対象選定

• 政策監
• 担当課長
• 推進部長

改善案を検討して
立 案

①事業レビュー対象

選定

• 行政改革大綱2022における重点施策である「①行政サービスの改善と向上」、「②公共施設の適正

管理」、「③効率的な行政組織」、「④歳入の確保」の分類により事業レビュー対象を選定する。

②立案/調整 • 所管課が改善案を立案し、推進チームと調整する。

• 事案に応じて、事前に所管課の担当者と運営サポートチームとの横断的な連携による調整を行う。

③報告 • 本部長及び副本部長へ政策監と所管課長、推進部長で、改善策の立案内容を報告する。

④指示 • 立案内容に対して本部長及び副本部長から、必要な指示を受ける。

⑤調整 • 本部長又は副本部長からの指示を受けて、立案内容を調整する。

⑥起案/決裁 • 所管課の起案による決裁を受けて、施策の方針を確定させる。

◼ 健全化の取組を推進する流れ

（チームリーダー）



※参考「村上市財政収支見通し（令和５年12月公表）※抜粋」と「改善目標」
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